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今回のコラムは、自然由来重金属に関するアンケート調査結果（その 5）とシリーズ“地下水と水にま

つわる最近の話題から”をお送りいたします。 

☆ Environmental column ☆ 
「自然由来重金属に関するアンケート調査結果 その 5」 

 平成 21 年度に実施した「自然由来重金属汚染の企業及び行政における現状認識と取り組みに関する調査（以

下、アンケート調査）」の結果の概要を報告する。当調査は、独立行政法人産業技術総合研究所より発注されたも

ので、協同組合地盤環境技術研究センター（以下、GETReC）が実施したものであり、発表に際しては産総研も

了承している。 

 今回のアンケート調査の主な目的は、自然由来重金属問題についての現状と、当事者の認識を明らかにするこ

とである。アンケートの送付先は、行政関連では 47 都道府県、政令指定都市及び土対法第 37 条で定める指定

都市、中核市、特例市等の環境部局、及び建設土木事業部局、民間では全国地質調査業協会連合会、GETReC

関連、土壌環境センター、宅盤調査会社等から抽出し、全体では約 800 に達した。回答率は行政関連では 50％

を超え、民間でも 40％に近く、合計では 45％に達した。比較的良好な回答率であったと思われる。 

 なお、回答のなかった府県は、茨城県・大阪府・兵庫県・愛媛県・大分県・宮崎県の 6 県であり、市も含めて

回答のなかったのは、愛媛県・大分県であった。 

アンケートの主な項目は以下のとおりである。 

１． 自然由来重金属等による問題への対応の現状について（←61 号に記述） 

２． 自然由来重金属等の問題の状況について（←62・63・64 号に記述） 

３． 今後の対応について 

４． リスクコミュニケーションの取組について 

５． （省略） 

アンケート結果の概要を、以下に示す。 

3．今後の対応について 

〔設問 3-1：自然由来重金属等は土壌汚染対策法の対象外とされています。しかし、現実に問題

は生じる可能性がある場合にどのような基準が望ましいとお考えですか。〕 
※ このアンケートは平成 21 年 2 月に実施したもので、当時は現在の改正土対法と異なり、

施行通知【環水土第 20 号（平成 15 年 2 月 4 日）】によって、自然由来重金属について法

の対象外であることが明記されていた。 

〔回答〕回答は以下のとおりであった。 
選択肢 行政 民間

① いかなる場合においても現在の環境基準を遵守して対応すべきである。 27 28 

② 場合によっては、発動基準を別途に設定する必要がある。 119 142

③ 全く新たな環境基準が必要である。 7 22 

 “②場合によっては、発動基準を別途設定する必要がある。”との回答が、約 75％を占めて

いる。これは、自然由来重金属の問題については、基準値のみによる対応では限界を感じている
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ことを示していると考える。 
 その他の意見を集約すると、“今後の検討が必要”“発生源にある場合と移動した後の場合の対

応の区分”“リスクに応じた対策”に分類される。“今後の検討”については「自然由来汚染の認

定制度の新設」「地域ごとの目安」などがあった。また、民間からは“リスクに応じた対応”に

区分される意見が多かった。 

〔設問 3-2：場合によっては発動基準を別途に設定すべきであるとお考えの場合にどのような発

動基準とすべきでしょうか。〕 
〔回答〕回答は以下のとおりであった。 

選択肢 行政 民間 

① 一律に、発動基準を設定する必要がある。 9 4 

② 地域特性や効果等により、発動基準を設定する必要がある。 36 50 

③ 想定されるリスク等を勘案して柔軟な対応をする必要がある。 79 95 

 “③想定されるリスク等を勘案して柔軟な対応をする必要がある”との回答が、約 60％強で

ある。このことは、自然由来重金属問題はリスクに基づいて対応することが適切である、という

認識があることを示している。“②地域特性や効果等により、発動基準を設定する必要がある”

が約 30％であるが、これもリスクに基づく対応の一部であり、少なくとも自然由来重金属等に

よる土壌問題は、リスク評価に基づいて対応、言い換えれば、具体的に生じる影響に応じた対応

が期待されていることを示唆している。 

〔設問 3-3：自然界の重金属含有量の分布の状態（バックグラウンド）について把握されていま

すか。〕 

〔回答〕回答は以下のとおりであった。 
選択肢 行政 

① 試料の分析などの調査により把握している。 16 

② 文献等資料により把握している。（例：産総研・東北大学の資料) 13 

③ 把握していないが、今後、整備する予定がある。 6 

④ 把握していない。今後については未定である。 113 

自然由来重金属等による問題を判定する根拠として、自然界の重金属含有量の分布状態（バッ

クグラウンド）が重要であることはいうまでもない。しかし、現実には 80％の行政機関におい

てバックグラウンドは把握されていない。自然由来重金属問題への取組みが明確にならないこと

も、このあたりに原因があると思われる。 
 バックグラウンドを把握している行政は、以下のとおりである。なお、上記の表は環境部局、

建設部局からの回答をそれぞれ集計しているが、以下は両者をまとめて示す。 
①について：青森県・宮城県・千葉県・新潟県・静岡県、札幌市・盛岡市・仙台市・甲府市・松本

市・豊中市 
②について：宮城県・岐阜県・鳥取県・島根県・山口県・沖縄県、仙台市・横須賀市・豊中市・東

大阪市・津山市・福山市 

〔設問 3-4：その他、自然由来重金属による地盤環境問題に対する今後の対応について、ご要望

がありましたらお答えください。〕 



〔回答〕回答は以下のとおりであった。 

選択肢 行政 民間 

① 今後、国等によるガイドラインの整備を要望する。 132 135 

② 自治体、地域等の判断にまかせてほしい。 6 42 

 ガイドラインの整備の要望が圧倒的に多かったが、平成 22 年度の土対法の改正では、自然由

来と人為的な由来の区分は行なわれず、一括して取り扱われる結果となった。 

 その他の意見として、“自然由来重金属問題の定義”“判断基準の明確化”“専門家による判断”

などの要望があり、対策としては「不溶化」を認める要望があった。 

 次号では、リスクコミュニケーションの取り組みについて記述する。 
  アースアプレイザル 技術顧問 西田 道夫 技術士（応用理学・建設）

 

☆地下水と水にまつわる最近の話題から☆ 

(3) 地下水は誰のものか？(その２) 

(3)－2 法律上の扱いの現状～河川水は公水、地下水は私水～ 

水利用の権利のあり方、水管理の責任の所在によって『公水』と『私水』に分ける考え方があ

る。表－６に公水と私水に関する法律上の表記を示した。陸地の表流水の代表である河川の管理と

利用のあり方について、河川法の第２条で『河川の流水は、私権の目的となることができない。』

と規定し、この規定をもとに河川水は『公水』として運用されている。一方、地下水と特定はして

いないが、民法の第 207 条の『土地所有権(私権)は、その土地の上下に及ぶ。』という表記に地下

水が含まれるという解釈が、裁判における判例として成立してきた現実がある。この規定をもとに

地下水は『私水』として理解されてきた。 

表－６ 公水と私水に関する法律上の表記 

権利に基
づく水の

区分 
公水 私水 

対象 河川水(表流水) 地下水 

法律名 
【制定年】 

河川法 
【昭和 39 年[1964 年]制定、平成 9 年[1997 年]改

正】 

民法 
【明治 29 年[1896 年]制

定】 

法律該当
条文 

の抜粋 

第一章 総則 
（目的） 
第一条  この法律は、河川について、洪水、高潮等に
よる災害の発生が防止され、河川が適正に利用され、
流水の正常な機能が維持され、及び河川環境の整備と
保全がされるようにこれを総合的に管理することに
より、国土の保全と開発に寄与し、もって公共の安全
を保持し、かつ、公共の福祉を増進することを目的と
する。 

（河川管理の原則等） 
第二条  河川は、公共用物であって、その保全、利用
その他の管理は、前条の目的が達成されるように適正
に行なわれなければならない。 
２ 河川の流水は、私権の目的となることができない。

（基本原則） 
第１条 私権は、公共の福
祉に適合しなければなら
ない。 
２ 権利の行使及び義務
の履行は、信義に従い誠実
に行わなければならない。
３ 権利の濫用は、これを
許さない。 
（土地所有権の範囲） 
第 207 条 土地の所有権
は、法令の制限内におい
て、その土地の上下に及
ぶ。 

ところが、前回述べたように、地下水が十分に豊富で、良質が保持され、流域での環境影響(地



盤沈下、塩水化、他)も生じない範囲で利用されている内は私水と考えてよかったが、無秩序な(私

権優先での)地下水や土地利用等によって、水不足(地下水位低下)、水質悪化、環境影響が生じる

という社会環境変化と、近年の『水循環』の考え方の普及から、地下水を『私水』として扱うには

無理があるとの考え方が優勢になりつつある。しかも、民法の第１条には『私権は、公共の福祉に

適合しなければならない。』『権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならな

い。』『権利の濫用は、これを許さない。』という３つの規定があることにも留意すべきである。 

表－７に個人所有物の要件と地下水の特徴との対比表を示した。これより、地下水が流動物で

あるという実態に、個人所有物であるための常識的な要件を重ねてみれば、地下水を『私物』や『私

水』扱いすることに無理があることが分かる。 

表－７個人所有物の要件と地下水の特徴との対比表1)

個人所有物の要件 地下水の特徴 

1. 対象とする所有物を唯一の個体と

してもしくは量として特定できる

個人所有の証明がある。 

 

2. 対象とする所有物の個人所有を公

認する社会システムが存在する。

 

3. 対象とする所有物の存在、質、量

等を、所有者が責任をもって管理

できる。 

1. 地下水は、地球もしくは流域における水循環の一環

として地下水流動系をなして存在し、特定の土地の

地下に存在する地下水は流動の一過程であり、物体

としての唯一性も量の特定もできない。 

2. 流動している地下水自体の所有権を明確に規定し

た社会ルールは確立していない。 

3. 地下水は、水循環の一環として地下水流動系をなし

て存在していることから、特定の土地の所有者個人

で、その土地の地下を流動する地下水の存在、質、

量等に対して責任をもって管理保全することはで

きない。 
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